
第１号様式
参　加　表　明　書
令和　　年　　月　　日

広陵町長　吉　村　裕　之　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
令和８年５月２０日付で通知のありました、広陵町第８期障がい福祉計画および広陵町第４期障がい児福祉計画策定業務について、実施要領を承知し、プロポーザルに応募したいので関係書類を添えて申込みます。
１　 　添　 付　 書 　類
(1)  誓約書（第２号様式）

連絡先
                          電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファクシミリ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
第２号様式
誓　　約　　書
令和　　　年　　月　　日
広陵町長　吉　村　裕　之　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

広陵町第８期障がい福祉計画および広陵町第４期障がい児福祉計画策定業務に係る提案参加資格について、下記の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。
(2) 広陵町の令和８年度の入札参加資格を有する者であること。
(3) 参加表明書提出期限の日以降において、広陵町指名停止処分を受けていないこと。　
(4) 参加表明書提出期限の日以降において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。
(5) 過去５年間（令和３年度から令和７年度まで）において同種又は類似業務の業務委託契約を地方自治体との間で締結した実績を有していること。
(6) 近畿２府４県に本店、又は支店、営業所等があること。　
(7) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団及び同条第６号に規定する暴力団員でないこと。　
　　　　　　　　　　　　
第３号様式

辞　退　届

令和　　年　　月　　日

広陵町長　吉　村　裕　之　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　令和８年５月２０日付けで通知された「広陵町第８期障がい福祉計画および広陵町第４期障がい児福祉計画策定業務」について、応募を辞退します。

　
連絡先

                          電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファクシミリ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第４号様式

令和　　年　　月　　日

企　画　提　案　書

（　正　・　副　）

「広陵町第８期障がい福祉計画および
　広陵町第４期障がい児福祉計画策定業務」

企画提案書
１　 　添　 付　 書 　類

（１）会社概要書（第５号様式）

（２） 実績調書（第６号様式）
（３） 業務実施体制表（第７号様式）

（４） 業務の実施方針（第８号様式）

（５） 業務実施スケジュール（第９号様式）

（６） 企画提案（任意様式）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（正本のみ、会社名・会社印、代表者名・代表者印を記名押印すること）

第５号様式
会　社　概　要　書
令和　　年　　月　　日
1． 会社概要
（1） 名称
（2） 代表者氏名
（3） 所在地
（電話・ﾌｧｸｼﾐﾘ）
（4） 資本金　　　　　　　　　　　 千円
（5） 設立　　　　　　　　　　　　 　年
（6） 従業員数　　　　　　　　　　 人
（7） 近畿2府4県の本店・支店・営業所等の所在地
（電話・ﾌｧｯｸｽ）
2． 従業員の資格取得状況
	種　　別
	資　格　名　称
	人　　数

	調査系
	
	

	システム系
	
	

	コンサルタント系
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


3． 会社としての公的資格取得状況
	種    別
	本　　　　　　社
	担　当　事　務　所

	
	資　格　名　称
	資　 格 　名 　称

	ISO
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※直近２期分の決算書を添付すること。
※資格登録証等の証明書の写しを添付すること。
※会社概要等参考となる資料を添付すること。

※正本のみ、会社名・代表者名を記名すること。
第６号様式
実　　績　　調　　書
令和　　年　　月　　日

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地方公共団体等における同種又は類似業務受託実績
	業　 務 　名
	
	
	

	発　 注 　者
	
	
	

	契 約 金 額
	
	
	

	履　行 期 間
	
	
	

	業 務　概　要
	
	
	


※ 過去５年間（令和３年度から令和７年度まで）において同種又は類似業務の業務委託契約の受託実績が確認できる契約書及び仕様書の写しを添付すること。
· 記載件数は、３件以内とすること（同種業務を優先して記入すること。）。
· 業務実績は元請けとして契約した業務を対象とすること。
· 正本のみ、会社名を記名すること。
第７号様式　
業務実施体制表
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	氏名・年齢
所属・役職
	実務経験年数
資格
	本業務にて受け持つ主な業務内容
	業務実績

	
	
	
	
	業務名
	内容
	従事期間
	立場

	主

担

当

者

	氏名
	経験年数
　　　　      年
資格
・
・
・
・
・
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	
	年齢　　　 歳
	
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	所属
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	
	本支店・営業所
	
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	
	役職
	
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	副

担

当

者
１
	氏名
	経験年数
　　　　      年
資格
・
・
・
・
・
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	
	年齢　　　 歳
	
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	所属
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	
	本支店・営業所
	
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	
	役職
	
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	副

担

当

者
２
	氏名
	経験年数
　　　　      年
資格
・
・
・
・
・
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	
	年齢　　　 歳
	
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	所属
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	
	本支店・営業所
	
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	

	
	役職
	
	
	
	
	至　 　年 　　月
	

	
	
	
	
	
	
	自　　 年 　　月
	


備考　
１ 業務実績の従事期間は、継続中の業務の場合は完了予定年月を記入すること。

２ 業務実績の立場は、その業務における役割分担（主担当者等）を記入すること。
３ 社内フォロー体制の分かる書類を添付すること。
４ 用紙が不足する場合は、別葉とすること。
５ 外部の協力を受ける場合は、「所属」に協力企業名を明記するとともに、協力者の所属が分
かる書類（様式任意）を添付すること。

６　経験年数欄には、計画策定に関する経験年数を記入すること。
７　資格欄には、計画策定に関連する資格を全て記入すること。
※正本のみ、会社名を記名すること。
第８号様式
業務の実施方針

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	


※ページが足りない場合は、適宜複製のこと。ただし、できる限り簡潔に表現すること。
※正本のみ、会社名を記名すること。
第９号様式

業務実施スケジュール

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	


※ページが足りない場合は、適宜複製のこと。ただし、できる限り簡潔に表現すること。
※正本のみ、会社名を記名すること。

